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県内企業の人手不足の状況01



有効求人倍率の推移

佐賀県内の人手不足の状況（県全体）

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

佐賀

九州
全国

佐賀 1.23

・佐賀県の有効求人倍率は高水準で推移。H27.12から1.0倍超、R3.7から1.2倍超



佐賀県内の人手不足の状況（分野別）

直近3か月以内の
新規求人に対する

充足率

令和7年２月令和7年１月令和6年１２月

充足数
（一般）

新規求人数
（一般）

充足数
（一般）

新規求人数
（一般）

充足数
（一般）

新規求人数
（一般）

27.6%825528823農業、林業、漁業

50.0%001434鉱業、採石業、砂利採取業

5.9%476732561244695建設業

18.6%903777448189504製造業

0.0%080301電気・ガス・熱供給・水道業

5.6%57261568111情報通信業

13.0%452543523830356運輸業・郵便業

9.8%513074589152315卸売業、小売業

12.5%412214238金融業、保険業

17.0%11691261852不動産業、物品賃貸業

13.9%9731451578学術研究、専門・サービス業

9.1%131185105864宿泊業、飲食サービス業

8.2%791671894生活関連サービス業、娯楽業

20.5%196214881269教育,学習支援業

14.4%1971,0211511,1811671,380医療,福祉

14.9%415210442複合サービス業

14.2%533744331742284サービス業（他に分類できないもの）

53.3%2532521142851公務・その他

【出典】佐賀労働局「労働市場月報さが」をもとに県で作成

・新規求人数に対する採用充足率はほとんどの業種で50％未満であり、分野を問わず人手不足の状況



県内企業の経営課題
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原材料・エネルギー価格高騰

人材不足

社員の高齢化、技術・技能の継承

人件費の増加

利益率の改善

人材育成・リスキリング

後継者の育成・確保

販路拡大

ITの利活用などDXの推進

新技術や新商品の研究・開発

資金繰り

CO2排出削減、再生可能エネルギー導入

その他

製造業

非製造業

製造業

原材料・エネルギー価格高騰

人件費の増加

社員の高齢化、技術・技能の継承

人材不足

120社（71％）

７９社（４７％）

77社（46％）

７５社（４４％）

非製造業

人材不足

社員の高齢化、技術・技能の継承

人件費の増加

原材料・エネルギー価格高騰

100社（66％）

85社（56％）

69社（45％）

67社（４４％）

【出典】県内企業経営状況調査（令和7年1月）

有効回答321社



学生の奨学金の借入状況など0２



学生の奨学金利用状況

・学生の概ね２人に１人が奨学金を受給

・奨学金受給者の割合は増加傾向

【出典】日本学生支援機構 『令和4年度 専門学校生活調査結果』

『令和4年度 学生生活調査結果』

※令和6年度調査結果が今後公表見込み

令和4年度令和2年度平成30年度

60.6％56.6％55.3％専門学校

61.5％56.9％55.2％短期大学

55.0%49.6％47.5％大学学部

51.0％49.5％48.0％修士課程

58.9％52.2％53.5％博士課程

奨学金の利用割合



学生の奨学金の借入額、返済イメージ

平均 ３２４.3万円

奨学金の返済額 平均 16,880円

奨学金の借入額

返済貸与

年数月額総額月数月額

15年13,600円2,448,000円48月51,000円国・公立

18年14,222円3,072,000円48月64,000円私立

・返済の月額、年数は借入額に応じて、日本学生支援機構が決定

【出典】日本学生支援機構ホームページ

＜MEMO＞若手年代の平均給与額

20～24歳の平均給与額 ＜佐賀＞227千円、＜福岡＞243千円、＜東京＞266千円

25～29歳の平均給与額 ＜佐賀＞258千円、＜福岡＞274千円、＜東京＞315千円

30～34歳の平均給与額 ＜佐賀＞282千円、＜福岡＞300千円、＜東京＞355千円

【出典】令和5年度賃金構造基本統計調査

奨学金の返済年数 平均 14.7年
【出典】労働者福祉中央協議会

『奨学金や教育費負担に関するアンケート調査（令和元年3月）』

大学卒の奨学金返済例（日本学生支援機構）



学生の就職活動における判断基準

【出典】マイナビ2025年卒大学生就職意識調査

企業選択のポイント

9.2

10.2

11.8

12.0

23.6

28.6

49.9

0.0 20.0 40.0 60.0

働きがいのある会社

これから伸びそうな会社

休日、休暇の多い会社

勤務制度、住宅など福利厚生が良い会社

給料の良い会社

自分のやりたい仕事ができる会社

安定している会社

（単位：％）



全国の奨学金代理返還導入企業の状況

・日本学生支援機構が令和3年度から企業が従業員の奨学金を肩代わりし、直接機構に送金する

“代理返還”が可能となった

【出典】日本学生支援機構ホームページ

令和6年10月末令和5年度令和4年度令和3年度

2,587社1,798社733社320社

・代理返還が可能となって以降、代理返還を導入する企業が全国的に急増している

＜代理返還導入企業数の推移＞

＜日本学生支援機構ホームページでの代理返還PR＞



0３ 佐賀県奨学金返還支援事業の

事業目的、概要



返済

代理返還補助金

不要
or

軽減

返済手当支給

佐賀県 県内企業

従業員

奨学金貸与機関

佐賀県 県内企業

従業員

奨学金貸与機関

代
理
返
還
パ
タ
ー
ン

手
当
支
給
パ
タ
ー
ン

補助金

補助率

企業が負担する代理返還又は

手当支給の2分の1

年間上限額

従業員1人当たり年間10万円

補助期間

5年間（60カ月）

佐賀県奨学金返還支援事業の概要

1社あたりの上限人数

1会計年度で3人まで

※「代理返還」は日本学生支援機構が対応

企業当たり

年間最大補助額 30万円



佐賀県奨学金返還支援事業の目的

奨学金返還支援制度を導入する企業を県がサポート

採用への効果

若者が安心して長く働くことが

できる佐賀を実現

採用活動でのPR

返済の負担を軽減する

福利厚生制度として、

採用活動で学生にPR

が可能

企業イメージ向上

若手従業員を大切にし

ているというイメージ

が、企業価値の向上に

寄与

帰属意識の向上

企業から数年間にわた

り支援を受けることに

より、従業員の企業へ

の帰属意識の向上

モチベーションアップ

収入が少ない若手従業

員の手取りが増え、安

心して仕事に専念でき

る環境に

定着への効果

県内の人材確保と定着を後押し



20万円/年 負担

従業員が奨学金を年間２０万円を１５年間、３００万円を返済する場合

負担なし

10万円/年 企業の支援額 200万円（年20万円×10年間）

・返済額の全額を支援

・年間上限額 ２０万円

・支援期間 １０年間

⇒ 県の補助額 ５０万円（年10万円×5年間）

支援割合、上限額、支援期間は企業が柔軟に設定することが可能
県からは企業の負担額に応じて補助

返還支援と県の補助の例（代理返還）

A
社

B
社

B
社
の
支
援
制
度

A
社
の
支
援
制
度

10万円/年 負担

10万円/年 負担

5万円/年 企業の支援額 100万円（年10万円×10年間）

・返済額の２分の１を支援

・年間上限額 １０万円

・支援期間 １０年間

⇒ 県の補助額 25万円（年5万円×5年間）



0４ 佐賀県奨学金返還支援事業の

各種要件



企業の要件

補助対象者（企業）の要件

＜以下に該当する場合は対象とならない＞

(1) 国又は地方公共団体が発行済株式の総数又は出資価額の総額の２分の１以上を保有している場合や、国又は地方

公共団体の職員を兼ねる者が役員の総数の２分の１以上を占めている場合

(2) 雇用保険の適用事業主ではない場合

(3) 事業分野が、性風俗関連営業・接待を伴う飲食店等営業若しくはこれらの一部を受託する営業を行っている場合

又は公序良俗に反する場合

(4) 暴力団と関わりがある場合

(5) その他支援対象者とすることが適当でないと知事が認めた者

県外本社企業の場合

代理
返還

手当
支給

OR

代理返還または
手当支給を実施

佐賀枠採用※を実施

返還支援制度を
規程※で整備

佐賀県内に
事業所あり

※佐賀県内に勤務地を限定した
採用

※就業規則、賃金規則、専用規
程その他明文化された文書



従業員の要件

支援対象者（従業員）の要件

奨学金を本人が
返済予定

役員と利益を同一
にする地位でない

県内事業所で
勤務

制度の支援対象
となっている

代理
返還

手当
支給

OR

県外本社企業の場合

佐賀枠採用で採用
されている

個人事業主の場合

代表者と同居している親族でない

※勤務実態及び勤務条件が他の従業員と同様
であると認められる場合は除く

親族



奨学金の要件

対象奨学金の要件

① 独立行政法人日本学生支援機構が貸与する奨学金

② 地方公共団体、大学、民間企業・団体などが貸与する奨学金

※ 特定の職種へ就職した場合や特定の地域に居住した場合等に返還の全部又は一部が免除され

ることとなるものを除く

貸与対象者貸与者目的奨学金名

SSPトップアスリー
ト等

佐賀県
アスリートのセカンド
キャリア支援

ASLife（アスライフ）奨学金

医学生等佐賀県県内医師確保佐賀県医師修学資金

薬学生（一社）佐賀県薬剤師会県内薬剤師確保佐賀県薬剤師会薬剤師奨学金

介護福祉士を志す
者等

（社福）佐賀県社会福祉協議会県内介護人材確保
福祉系高校修学資金貸付
介護分野就職支援金貸付

保育士を志す者等（社福）佐賀県社会福祉協議会県内保育士確保佐賀県保育士修学資金

獣医系学生等佐賀県県内獣医師確保佐賀県獣医師修学資金

獣医系学生等（公社）佐賀県畜産協会等県内獣医師確保佐賀県獣医師養成確保修学資金

＜県で把握している免除制度が有る奨学金＞

奨学金の種類は多数なので、補助対象になるかは県にご確認ください



０５ 補助金申請手続き等



補助金交付までの手続き（令和7年度）

支
援
制
度
を
有
す
る
も
し
く
は
創
設

企
業
登
録
申
請

県
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
公
開

支
援
計
画
書
の
提
出

補
助
金
交
付
申
請

実
績
報
告

請
求
書
の
提
出

補
助
金
交
付

審
査
・登
録
決
定
・通
知

審
査
・交
付
決
定
・通
知

審
査
・補
助
額
の
確
定
・通
知

01 02 03 04 06 07 08 09 10 1105

県企
業

※１ 原則、支援開始後30日以内に提出。

※２ 補助金交付申請は、当該年度分を２月末日までに提出。（３月分は見込み額で申請）

※３ 年度途中に支援が完了する場合は支援完了から30日以内に提出

※1

期限

R8.4
目途

額の確定
後速やか
に

R8.3
末日

R8.２
末日

R7.9
末日

随時

※2

登録申請 補助金申請～交付

※３



企業登録申請 ～制度を創設したら、まず登録申請を～

提出書類

(1) 企業概要資料

(2) 奨学金返還支援制度に係る内部規程等が確認できる書類

(3) 佐賀県奨学金返還企業登録申請に関する確認書

(4) ＜法人の場合＞登記事項証明書

＜個人事業主の場合＞所在地が確認できる書類

(5) ＜県外本社企業等の場合＞求人情報など佐賀枠採用を行っていることが確認できる書類

⇒ 登録が完了したら、県からその旨通知します

⇒ 登録完了後は「さがジョブナビ」内の特設ページに”認定企業”として掲載し、情報発信します

そのため登録申請される企業で「さがジョブナビ」に登録されていない企業は、登録をお願いします

提出時期

登録申請は随時受け付けています

制度創設後、速やかに登録申請をお願いします

＜登録申請フォーム＞
https://logoform.jp/form/jbBd/967993

https://logoform.jp/form/jbBd/967993


支援計画書 ～実際に支援を開始したら～

提出書類

(1) 対象者の労働条件通知書、労働契約書の写し

(2) 対象者の雇用保険被保険者資格取得等確認通知書

(3) 支援対象者の勤務地を確認できる書類（勤務地一覧、組織図等）

(4) ＜県外本社企業の場合＞対象者が佐賀枠採用されたものであることが確認できる書類

(5) 奨学金返還の口座振替加入通知など、対象者の年間返済額及び返済計画を確認できる書類

提出時期

提出期限 令和７年９月末日

令和７年度の支援開始後速やかに提出お願いします

＜支援計画提出フォーム＞
https://logoform.jp/form/jbBd/967148

https://logoform.jp/form/jbBd/967148


交付申請 ～補助金の交付決定に向けて～

提出書類

(1) ＜手当支給の場合＞対象者が奨学金を返還している額が確認できる書類

(2) ＜代理返還の場合＞企業が奨学金貸与機関に送金している額が確認できる書類

(3) 市町が奨学金返還支援を目的に交付する補助金を、支援対象者又は補助対象者が受給してい

る場合にあっては、当該補助金の交付額を確認できる書類

提出時期

提出期限 令和８年２月末日

「交付申請フォーム」は現在準備中です

準備ができ次第ホームページで公開します



実績報告 ～令和7年度支援完了～

提出書類

（１） ＜手当支給の場合＞給与明細又は賃金台帳など支援対象者に支給した手当等の月ごとに実

績が確認できる書類

（２） ＜代理返還の場合＞代理返還の対象者及び代理返還の額が確認できる書類等の写し並びに

代理返還を行ったことを証する書類

提出時期

提出期限 令和８年３月末日

※年度途中に支援が完了する場合は支援完了から30日以内に提出

⇒ 支払いのスケジュールが大変タイトなので、速やかな提出にご協力ください

⇒ 令和7年度の補助対象経費は令和8年3月までに手当支給または代理返還された経費です

例えば実績払いで令和8年3月分を4月に支給している場合は、対象外となります

「実績報告フォーム」は現在準備中です

準備ができ次第ホームページで公開します



0６ その他留意事項



奨学金返還支援を行っている県内市町

佐賀市 多久市

実施時期 令和７年度から

補助対象者 市内に在住し、市内で勤務して

いる３０歳未満の若者

補助要件 返済額の２分の１

年上限額２０万円

最長５年間

実施時期 令和７年度から

補助対象者 市内に在住し、市内で勤務して

いる３０歳未満の若者

補助要件 返済額の２分の１

年上限額２０万円

最長１０年間

・佐賀市、多久市ともに補助対象者は「個人」

・企業と市で支援が重複する可能性があるため、企業での支援の際には

重複した支援になっていないか留意してください

留意するポイント



奨学金返還支援の税、社会保険料の取り扱い

法人税

・給与として損金算入される

・「賃上げ促進税制」の対象とな

る給与等の支給にも該当する

ことから、税額控除を受けられ

る場合もある

社会保険料

・社会保険料の算定にお
ける「報酬」に含むこと
とされる

⇒社会保険料の上振れ
要因となる

所得税

・学資に充てられたという証
明が難しく、課税対象とな
る場合がある

手
当
支
給

代
理
返
還

・学資金として取り扱われる
ため、非課税になると言わ
れている

・社会保険料の算定にお
ける「報酬」に含めない
こととされる

⇒社会保険料に影響し
ない

上表は日本学生支援機構のホームページなどから抜粋した一般的な取り

扱いとされているものです

実際どのような影響があるかは、税理士、社会保険労務士などの専門家

にお尋ねください



0７ 先行導入企業の声



先行導入企業の声

コトブキ製紙株式会社

小城市牛津町

1９６２年

古紙100%原料によるトイレットペーパー・ちり紙等の製造販売

コトブキ製紙の奨学金返還支援制度

・奨学金を返済している新卒社員が多く、「返済

が大変」との声があり、２０１９年に奨学金返還

支援制度を導入

・最大２００万円の奨学金返還支援手当を支給

・従業員約１００名のうち、支援を受けている従

業員は１６名（令和６年１２月時点）

・令和７年度の新規採用者は５名

所 在 地

設 立

事 業 内 容



先行導入企業の声

採用担当者の声

・学生へのPR材料としては大きく、合説では「奨学金返還支援制度」について福利厚生の話で最初に話す。

・学生の中には「コトブキ製紙には奨学金の返還支援がある」ということが頭に残っている人が多い。

・奨学金返還支援制度があるということで、採用ができるということではない。ただ、あと一歩の後押しに

はなる。

・社員の定着については、給与面以外の理由での転職もあるため、奨学金返還支援がどれだけ歯止めと

なっているかはわからない。ただ、給与面を理由にして転職している人はいない印象。

支援を受けている従業員の声

・奨学金の返済は、月17,000円程度、15年程度返済していくことになる。返済を支援しもらっている

ことはとてもありがたいし、モチベーションになる。

・かなりの額を借りていたため、学生時代から返済を考慮したライフプランはイメージしていた。

・奨学金返還支援が就活の軸になるわけではないが、やはり不安はあり、入社意欲が増した。

・地元への就職志望で、自身の就活の時期にはコトブキ製紙しか奨学金返還支援を行っている企業は見

当たらず、志望度の上昇につながった。



人材の確保・定着を目指して、

奨学金返還支援に取り組んでみませんか

奨学金返還支援事業に関するお問い合わせ先

佐賀県産業人材確保プロジェクト推進会議事務局

（佐賀県産業労働部産業人材課）

奨学金返還支援事業担当 浦川、馬渡

TEL：0952-25-7310 E-Mail：sangyoujinzai@pref.saga.lg.jp

mailto:sangyoujinzai@pref.saga.lg.jp

